
○上牧町心身障害者医療費助成条例施行規則 

昭和４８年９月２８日 

規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、上牧町心身障害者医療費助成条例（昭和４８年９月条例第１

６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（社会保険各法） 

第１条の２ 条例第２条第１項に規定する規則で定める社会保険各法（以下「社会

保険各法」という。）は、次の各号に掲げる法律をいう。 

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

(2) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

(3) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

(4) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(5) 私立学校教職員共済組合法（昭和２８年法律第２４５号） 

（証明書の交付申請） 

第２条 条例第４条第１項の規定による証明書の交付を受けようとする者は、心身

障害者医療費受給資格証交付申請書（第１号様式。以下「受給資格証交付申請書」

という。）に条例第２条第１項第２号に該当することを明らかにすることができ

る書類及び心身障害者に係る国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）に基

づく被保険者証若しくは被保険者資格証明書又は社会保険各法に基づく被保険者

証若しくは組合員証及び身体障害者にあっては身体障害者手帳を、精神薄弱者に

あっては療育手帳を添えて町長に申請しなければならない。 

（証明書の交付） 

第３条 受給資格証交付申請書を受理した町長は、申請者が条例第２条に定める要

件に該当すると認めるときは、条例第４条第１項の規定により心身障害者医療費

受給資格証（第２号様式。以下「受給資格証」という。）を交付するものとし、

当該要件に該当しないと認めるときは、その理由を附し、心身障害者医療費受給

資格証交付申請却下通知書（第３号様式）を交付するものとする。 

２ 町長は、前条に規定する受給者証交付申請書の提出がない場合においても、条

例第２条に規定する医療費の助成を受けることができる者であることを確認した

ときは、前項の規定に準じて受給資格証を交付することができるものとする。 



３ 町長は、この規則の規定により申請書に添えなければならない書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させ

ることができる。 

４ 受給資格証の交付を受けた者（以下「対象者」という。）は、受給資格証の有

効期間が満了した場合には、当該受給資格証をただちに町長に返還しなければな

らない。 

（町長が定める助成金控除額） 

第４条 条例第３条第１項第４号に規定する額は、病院若しくは診療所等（保険薬

局を除く。）の診療報酬明細書（訪問看護療養費明細書を含む。）又は医療保険

各法に定める療養費支給申請書ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

(1) 外来療養である場合 ５００円 

(2) 入院療養である場合 １，０００円 

２ ただし、前項第２号について、１４日未満の入院療養である場合は、５００円

とする。 

（支給方法） 

第４条の２ 条例第３条の規定により助成金の支給を受けようとする者は、心身障

害者医療費助成金交付請求書（第４号様式）又は心身障害者医療費助成金支給申

請書（第４号様式の２）を町長に提出しなければならない。 

（受給資格証の更新申請等） 

第５条 対象者は、毎年６月１日から同日３０日までの間に、心身障害者医療費受

給資格証更新申請書（第１号様式）に条例第３条第１項第２号に該当することを

明らかにすることができる書類及び心身障害者に係る国民健康保険法に基づく被

保険者証若しくは被保険者資格証明書又は社会保険各法に基づく被保険者証若し

くは組合員証を添え、これを町長に提出して、受給資格証の更新を申請すること

ができる。 

２ 第３条の規定は、前項の規定による受給資格証の更新申請があった場合につい

て準用する。 

（受給資格証の再交付） 

第６条 対象者は、受給資格証を破損し、又は失なったときは、心身障害者医療費

受給資格証再交付申請書（第５号様式）により町長に再交付を申請することがで



きる。 

２ 受給資格証を破損した場合の前項の申請書には、その受給資格証を添えなけれ

ばならない。 

３ 対象者は、受給資格証の再交付を受けた後、失なった受給資格証を発見したと

きは、ただちにこれを町長に返還しなければならない。 

（届出） 

第７条 条例第５条に規定する届出の事由は、次の各号に掲げるものとし、それぞ

れ当該各号に掲げる書類に受給資格証を添えて町長に届け出なければならない。  

(1) 対象者が住所又は氏名を変更したとき 

住所、氏名変更届（第８号様式） 

(2) 対象者が医療に関する給付を行う保険者又は共済組合に変更を生じたとき 

加入医療保険変更届（第９号様式） 

(3) 対象者が死亡したとき 

死亡届（第１０号様式） 

２ 対象者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による

死亡の届出義務者は、死亡届を町長に提出しなければならない。 

（受給者台帳の整備） 

第８条 町長は、対象者について心身障害者医療費受給者台帳（第１１号様式）を

作成し、常に記載内容について整理しておかなければならない。 

（その他） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和４８年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和５５年７月規則第１０号） 

この規則は、昭和５５年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５８年１月規則第３号） 

１ この規則は、昭和５８年２月１日から施行する。 

２ この規則による改正前の第１号様式、第５号様式による用紙は、当分の間、こ

れを取り繕って使用することができる。 

附 則（昭和５９年２月規則第９号） 

この規則は、昭和５９年４月１日から施行する。 



附 則（昭和５９年６月規則第２３号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和５９年４月１日から適用する。 

附 則（昭和６０年３月規則第８号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に作成されている心身障害者医療費受給者台帳は、この

規則による改正後の上牧町心身障害者医療費助成条例施行規則（以下「改正後の

規則」という。）第８条の規定により作成された心身障害者医療費受給者台帳と

みなす。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の上牧町心身障害者医療費助成

条例施行規則の規定に基づき作成されている申請書等の用紙で残部のあるものに

ついては、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な調整をして使用することが

できる。 

附 則（昭和６２年１月規則第４号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和６２年１月１日から適用する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の上牧町心身障害者医療費助成

条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づき交付されている

心身障害者医療費受給資格証は、当該心身障害者医療費受給資格証の有効期間が

満了するまでの間は、この規則による改正後の上牧町心身障害者医療費助成条例

施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規定により交付された心身障害者

医療費受給資格証とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定に基づき作成されている心身障害

者医療費受給資格証の用紙で残部のあるものについては、改正後の規則の規定に

かかわらず、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（平成６年９月規則第１５号） 

１ この規則は、平成６年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の上牧町心身障害者医療費助

成条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）の規定により交付されている

心身障害者医療証及び心身障害者医療費受給資格証は、当該心身障害者医療証及

び心身障害者医療費受給資格証の有効期限が満了するまでの間は、それぞれこの

規則による改正後の上牧町心身障害者医療費助成条例施行規則の規定により交付

された心身障害者医療証及び心身障害者医療費受給資格証とみなす。 



３ この規則の施行の際、現に改正前の規則の規定により作成されている心身障害

者医療証及び心身障害者医療費受給資格証の用紙で残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成９年８月規則第１３号） 

この規則は、平成９年９月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月規則第１７号） 

１ この規則は、平成１３年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に改正前の規則の規定により作成されている申請書等

の用紙で残存するものについては、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な調

整をして使用することができる。 

附 則（平成１３年７月規則第１６号） 

１ この規則は、平成１３年８月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている申請書の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修正

を加え使用できるものとする。 

附 則（平成１４年３月規則第１９号） 

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている申請書の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修正

を加え使用できるものとする。 

附 則（平成１４年９月規則第２７号） 

１ この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に改正前の規則の規定により作成されている申請書等

の用紙で残存するものについては、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な調

整をして使用することができる。 

附 則（平成１７年７月規則第２０号） 

１ この規則は、平成１７年８月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている申請書等の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修

正を加え使用できるものとする。 

附 則（平成１８年２月規則第１１号） 



この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年６月規則第３１号） 

１ この規則は、平成１８年８月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている申請書等の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修

正を加え使用できるものとする。 

附 則（平成２０年３月規則第６号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月規則第２号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年８月１日から施行する。 

附 則（平成２５年２月規則第４号） 

１ この規則は、平成２５年２月２５日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている申請書等の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修

正を加え使用できるものとする。 

附 則（平成２７年１２月規則第１８号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月規則第９号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規定により作成されている

申請書等の用紙については、改正後の規則の規定にかかわらず、必要な修正を加

え使用できるものとする。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第２条、第５条関係） 

第２号様式（第３条関係） 

第３号様式（第３条関係） 

第４号様式（第４条の２関係） 

様式第４号の２（第４条の２関係） 

第５号様式（第６条関係） 

第６号様式 削除 

第７号様式 削除 

第８号様式（第７条関係） 

第９号様式（第７条関係） 

第１０号様式（第７条関係） 

第１１号様式（第８条関係） 

 


